
○町田市景観条例施行規則 

平成２１年１２月２５日 

規則第８４号 

都市づくり部地区街づくり課 

（趣旨） 

第１条 この規則は、景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）、

景観法施行規則（平成１６年国土交通省令第１００号。以下「省令」という。）及

び町田市景観条例（平成２１年６月町田市条例第２３号。以下「条例」という。）

の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、法、省令及び条例において使用する用語

の例による。 

（公共的団体） 

第３条 条例第２条第４号の規則で定める公共的団体は、次に掲げる者とする。 

（１）独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

（２）独立行政法人都市再生機構 

（３）独立行政法人中小企業基盤整備機構 

（４）国立研究開発法人森林研究・整備機構 

（５）独立行政法人環境再生保全機構 

（６）年金積立金管理運用独立行政法人 

（７）独立行政法人労働者健康安全機構 

（８）地方道路公社 

（９）地方住宅供給公社 

（１０）土地開発公社 

（１１）公益財団法人東京都道路整備保全公社 

（１２）公益財団法人東京都都市づくり公社 



（平２７規則８６・令３規則８０・令６規則２０・一部改正） 

（景観計画の変更に係る軽微な変更） 

第４条 条例第１０条第２項の規則で定める軽微な変更は、次に掲げる変更以外の変

更とする。 

（１）法第８条第２項第１号から第４号までに掲げる事項の変更 

（２）前号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める事項の変更 

（平２５規則２０・一部改正） 

（届出書及び添付書類等） 

第５条 条例第１１条第１項の規定による届出は、景観計画区域内における行為の届

出書（第１号様式）により行わなければならない。 

２ 前項の届出は、届出の対象となる行為に着手する日（当該行為が許可、認可等を

必要とするときは、当該許可、認可等に係る申請を行う日）の３０日前までに行わ

なければならない。 

３ 第１項に規定する届出書には、省令第１条第２項に規定する図書のほか、景観計

画で定める法第８条第４項第２号に規定する制限に対する措置状況を記載した書類

を添付しなければならない。 

４ 条例第１１条第２項に規定する行為の届出にあっては、前項に規定するもののほ

か、次に掲げる図書を添付しなければならない。ただし、行為の規模が大きいため、

次に掲げる縮尺の図面により適切に表示できないときは、当該行為の規模に応じて、

市長が適切と認める縮尺の図面をもって、これらの図面に代えることができる。 

（１）当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の状況を表

示する図面で、縮尺２，５００分の１以上のもの 

（２）当該行為を行う土地の区域及び当該区域の周辺の状況を示す写真 

（３）設計図、造成計画図又は施行方法を明らかにする図面で、縮尺１００分の１

以上のもの 

５ 省令第１条第２項第１号ニに規定する彩色が施された２面以上の立面図は、日本



産業規格Z８７２１に定める色相、明度及び彩度の３属性の値を表示したものとする。 

６ 第３項及び第４項の規定にかかわらず、市長は、省令第１条第２項に規定する図

書並びに第３項及び第４項各号に掲げる図書の添付の必要がないと認めるときは、

これを省略させることができる。 

７ 条例第１１条第１項の規定による届出に係る行為を完了し、又は中止したときは、

速やかに景観計画区域内における行為の完了（中止）届出書（第１号様式の２）に、

竣工写真並びに撮影位置及び方向を図示した図面を添付して、市長に届け出なけれ

ばならない。 

（平２２規則５６・平２５規則２０・令元規則１０・令６規則２０・一部改

正） 

（適用除外） 

第６条 条例第１１条第３項第４号の規則で定めるものは、東京における自然の保護

と回復に関する条例（平成１２年東京都条例第２１６号）第２２条第３項又は第２

４条の許可を要する行為とする。 

２ 条例第１１条第３項第５号の規則で定める規模は、次の各号に掲げる行為の区分

に応じ、それぞれ当該各号に掲げる表の左欄に掲げる景観計画区域内において定め

られた地区ごとに、それぞれ当該表の右欄に掲げる届出を要しない行為の規模とす

る。 

（１）法第１６条第１項第１号に掲げる行為 別表第１ 

（２）法第１６条第１項第３号に掲げる行為 別表第２ 

（３）法第１６条第１項第４号に掲げる行為 次に掲げる行為の区分に応じ、それ

ぞれ次に掲げる表 

ア条例第１１条第２項第１号に掲げる行為 別表第３ 

イ条例第１１条第２項第２号に掲げる行為 別表第４ 

ウ条例第１１条第２項第３号に掲げる行為 別表第５ 

３ 条例第１１条第３項第６号ア及びイの規則で定める工作物は、次に掲げる工作物



とする。 

（１）煙突、鉄柱、装飾塔、記念塔、物見塔その他これらに類するもの 

（２）昇降機、ウォーターシュート、コースターその他これらに類するもの 

（３）製造施設、貯蔵施設、遊戯施設、自動車車庫その他これらに類するもので、

建築物でないもの 

（４）橋梁
りょう

その他これに類するもので、河川、水路等を横断するもの 

（５）墓園その他これに類するもの 

（６）携帯電話基地局その他これに類するもの 

（７）太陽光発電設備その他これに類するもの（建築基準法（昭和２５年法律第２

０１号）第２条第３号に規定する建築設備に該当するものを除く。） 

４ 条例第１１条第３項第６号イの規則で定める規模は、別表第６の左欄に掲げる景

観計画区域内において定められた地区ごとに、それぞれ当該別表の右欄に掲げる届

出を要しない行為の規模とする。 

（平２２規則５６・令６規則２０・一部改正） 

（届出の要件） 

第７条 法第１６条第１項の規定による届出に係る行為を行う土地の区域が、２以上

の景観形成ゾーンにまたがる場合又は２以上の景観形成誘導地区にまたがる場合に

おいては、当該届出に係る行為を行う区域に含まれる土地の面積が最大である景観

形成ゾーン又は景観形成誘導地区に当該届出に係る行為を行う区域があるものとみ

なす。 

（変更届出書） 

第８条 法第１６条第２項の規定による届出は、景観計画区域内における行為の変更

届出書（第２号様式）により行わなければならない。 

（勧告） 

第９条 法第１６条第３項の規定による勧告は、設計変更等勧告書（第３号様式）に

より行うものとする。 



（国の機関又は地方公共団体が行う行為の通知等） 

第１０条 法第１６条第５項の規定による通知は、景観計画区域内における行為の通

知書（第４号様式）により行わなければならない。 

２ 第５条第２項から第６項までの規定は、前項の通知について準用する。 

３ 第１項の通知に係る行為を完了し、又は中止したときは、速やかに第５条第７項

に規定する景観計画区域内における行為の完了（中止）届出書に、竣工写真並びに

撮影位置及び方向を図示した図面を添付して、市長に届け出なければならない。 

（令６規則２０・一部改正） 

（事前協議） 

第１０条の２ 条例第１１条の２第１項本文の協議は、事前協議申出書（第４号様式

の２）に市長が必要と認める書類を添えて、市長に申し出なければならない。 

２ 前項の規定による申出は、別表第７の左欄に掲げる行為の区分に応じ、それぞれ

同表の右欄に定める期限までに行わなければならない。 

３ 条例第１１条の２第１項第１号の規則で定める行為は、次に掲げるものとする。 

（１）景観形成誘導地区において行われるもの 

（２）法第１６条第１項第１号に掲げる行為のうち、次に掲げるもの 

ア延べ面積が３，０００平方メートル以上である建築物に係るもの 

イ５０戸を超える集合住宅に係るもの 

（３）法第１６条第１項第３号に掲げる行為のうち、開発区域（都市計画法（昭和

４３年法律第１００号）第４条第１３項に規定する開発区域をいう。以下同じ。）

の面積が１ヘクタール以上であるもの 

（４）町田市住みよい街づくり条例（令和３年１２月町田市条例第４０号）第１３

条第１項第４号に掲げる開発等 

４ 条例第１１条の２第１項第２号に規定する規則で定める特定屋内広告物は、次に

掲げるものとする。 

（１）表示面積が１平方メートル以下であるもの 



（２）条例第２条第３号に規定する窓ガラス、ガラス扉その他これらに類するもの

の内側の面から２メートルを超える位置に表示するもの 

５ 条例第１１条の２第１項第３号の規則で定める屋外広告物等は、町田市屋外広告

物条例（令和６年３月町田市条例第１５号）第１６条第４号から第６号までに掲げ

る屋外広告物等（同条例第２条第１４号の車体利用広告で電車又は自動車に取り付

けられた長方形の枠を利用する方式によるもの及び電車又は自動車の所有者又は管

理者が自己の事業又は営業の内容を表示するものを除く。）とする。 

６ 条例第１１条の２第５項の協議は、変更協議申出書（第４号様式の３）に市長が

必要と認める書類を添えて、市長に申し出なければならない。 

（令６規則２０・追加） 

（特定屋内広告物の表示等に係る完了報告） 

第１０条の３ 条例第１１条の２第１項第２号に掲げる行為に係る協議について、同

条第４項（同条第６項において準用する場合を含む。）の規定による通知を受けた

者は、当該行為が完了したときは、速やかに特定屋内広告物の表示等完了届出書（第

４号様式の４）に、当該行為を完了したことが確認できる写真並びに撮影位置及び

方向を図示した図面を添付して、市長に届け出なければならない。 

（令６規則２０・追加） 

（変更命令及び原状回復等命令） 

第１１条 法第１７条第１項の規定による命令は、設計変更等命令書（第５号様式）

により行うものとする。 

２ 法第１７条第５項の規定による命令は、原状回復等命令書（第６号様式）により

行うものとする。 

（期間の延長） 

第１２条 法第１７条第４項の規定による通知は、期間延長通知書（第７号様式）に

より行うものとする。 

（公共事業景観形成指針の変更に係る軽微な変更） 



第１３条 条例第１６条第４項の規則で定める軽微な変更は、次に掲げる変更以外の

変更とする。 

（１）公共事業景観形成指針の目的及び対象とする公共事業の種類の変更 

（２）前号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める事項の変更 

（公共事業の施行者に対する助言） 

第１４条 条例第１８条第１項の規則で定める者は、市が施行する公共事業の施行区

域の周辺において、次に掲げる行為をしようとする者とする。ただし、非常災害の

ために必要な応急措置として行う場合を除く。 

（１）建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の変更 

（２）工作物の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の変更 

（景観重要建造物の指定の提案） 

第１５条 法第２０条第１項及び第２項の規定による提案は、景観重要建造物指定提

案書（第８号様式）により行わなければならない。 

（景観重要建造物の非指定の通知） 

第１６条 法第２０条第３項の規定による通知は、景観重要建造物非指定通知書（第

９号様式）により行うものとする。 

（景観重要建造物の指定の通知） 

第１７条 法第２１条第１項の規定による通知は、景観重要建造物指定通知書（第１

０号様式）により行うものとする。 

２ 前項の通知は、省令第８条第１項第６号に掲げる事項を示す図面で、縮尺２，５

００分の１以上のものを添付して行うものとする。 

（景観重要建造物の標識の設置） 

第１８条 法第２１条第２項の標識は、景観重要建造物の所有者と協議の上、公衆の

見やすい場所に設置するものとする。 



（景観重要建造物の現状変更許可の申請等） 

第１９条 法第２２条第１項の許可の申請は、景観重要建造物の現状の変更に係る行

為に着手する日の６０日前までに、景観重要建造物現状変更許可申請書（第１１号

様式）により行わなければならない。 

２ 市長は、法第２２条第１項の許可をしたときは、景観重要建造物現状変更許可書

（第１２号様式）により通知するものとする。 

（景観重要建造物の原状回復等命令） 

第２０条 法第２３条第１項の規定による命令は、景観重要建造物原状回復等命令書

（第１３号様式）により行うものとする。 

（景観重要建造物の滅失又は毀損の届出） 

第２１条 条例第２０条の規定による届出は、景観重要建造物の全部又は一部が滅失

し、又は毀損した事実を知った日から１０日以内に、景観重要建造物の滅失・毀損

届出書（第１４号様式）により行わなければならない。 

（令６規則２０・一部改正） 

（景観重要建造物の変更の届出） 

第２２条 条例第２１条の規定による届出は、景観重要建造物変更届出書（第１５号

様式）により行わなければならない。 

（景観重要建造物の現状変更行為の完了等の報告） 

第２３条 条例第２２条の規定による報告は、景観重要建造物現状変更行為完了・中

止報告書（第１６号様式）により行わなければならない。 

（景観重要建造物の原状回復等に係る報告） 

第２４条 条例第２３条の規定による報告は、景観重要建造物原状回復等報告書（第

１７号様式）により行わなければならない。 

（景観重要建造物の管理の方法の基準） 

第２５条 条例第２４条第４号に規定する規則で定める基準は、次に掲げるとおりと

する。 



（１）景観重要建造物が滅失し、又は毀損するおそれがあると認めるときは、直ち

に市長と協議して当該景観重要建造物の滅失又は毀損を防ぐ措置を講じること。 

（２）景観重要建造物を毀損するおそれのある枯損した木竹又は危険な木竹は、速

やかに伐採すること。 

（３）前２号に掲げるもののほか、景観重要建造物の良好な景観の保全のために必

要な措置を講じること。 

（令６規則２０・一部改正） 

（景観重要建造物の管理に関する命令又は勧告） 

第２６条 法第２６条の規定による命令は、景観重要建造物の管理に関する命令書（第

１８号様式）により行うものとする。 

２ 法第２６条の規定による勧告は、景観重要建造物の管理に関する勧告書（第１９

号様式）により行うものとする。 

（景観重要建造物の指定の解除） 

第２７条 法第２７条第３項において準用する法第２１条第１項の規定による通知は、

景観重要建造物指定解除通知書（第２０号様式）により行うものとする。 

（景観重要樹木の指定の提案） 

第２８条 法第２９条第１項及び第２項の規定による提案は、景観重要樹木指定提案

書（第２１号様式）により行わなければならない。 

（景観重要樹木の非指定の通知） 

第２９条 法第２９条第３項の規定による通知は、景観重要樹木非指定通知書（第２

２号様式）により行うものとする。 

（景観重要樹木の指定の通知） 

第３０条 法第３０条第１項の規定による通知は、景観重要樹木指定通知書（第２３

号様式）により行うものとする。 

２ 前項の通知は、省令第８条第１項第６号に掲げる事項を示す図面で、縮尺２，５

００分の１以上のものを添付して行うものとする。 



（景観重要樹木の標識の設置） 

第３１条 法第３０条第２項の標識は、景観重要樹木の所有者と協議の上、公衆の見

やすい場所に設置するものとする。 

（景観重要樹木の現状変更許可の申請等） 

第３２条 法第３１条第１項の許可の申請は、景観重要樹木の現状の変更に係る行為

に着手する日の６０日前までに、景観重要樹木現状変更許可申請書（第２４号様式）

により行わなければならない。 

２ 市長は、法第３１条第１項の許可をしたときは、景観重要樹木現状変更許可書（第

２５号様式）により通知するものとする。 

（景観重要樹木の原状回復等命令） 

第３３条 法第３２条第１項において準用する法第２３条第１項の規定による命令は、

景観重要樹木原状回復等命令書（第２６号様式）により行うものとする。 

（景観重要樹木の滅失、毀損又は枯死の届出） 

第３４条 条例第２６条の規定による届出は、景観重要樹木の全部又は一部が滅失し、

毀損し、又は枯死した事実を知った日から１０日以内に、景観重要樹木の滅失・毀

損・枯死届出書（第２７号様式）により行わなければならない。 

（令６規則２０・一部改正） 

（景観重要樹木の変更の届出） 

第３５条 条例第２７条の規定による届出は、景観重要樹木変更届出書（第２８号様

式）により行わなければならない。 

（景観重要樹木の現状変更行為の完了等の報告） 

第３６条 条例第２８条の規定による報告は、景観重要樹木現状変更行為完了・中止

報告書（第２９号様式）により行わなければならない。 

（景観重要樹木の原状回復等に係る報告） 

第３７条 条例第２９条の規定による報告は、景観重要樹木原状回復等報告書（第３

０号様式）により行わなければならない。 



（景観重要樹木の管理の方法の基準） 

第３８条 条例第３０条第４号に規定する規則で定める基準は、次に掲げるとおりと

する。 

（１）景観重要樹木が滅失し、毀損し、又は枯死するおそれがあると認めるときは、

直ちに市長と協議して当該景観重要樹木の滅失、毀損又は枯死を防ぐ措置を講じ

ること。 

（２）前号に掲げるもののほか、景観重要樹木の良好な景観の保全のために必要な

措置を講じること。 

（令６規則２０・一部改正） 

（景観重要樹木の管理に関する命令又は勧告） 

第３９条 法第３４条の規定による命令は、景観重要樹木の管理に関する命令書（第

３１号様式）により行うものとする。 

２ 法第３４条の規定による勧告は、景観重要樹木の管理に関する勧告書（第３２号

様式）により行うものとする。 

（景観重要樹木の指定の解除） 

第４０条 法第３５条第３項において準用する法第３０条第１項の規定による通知は、

景観重要樹木指定解除通知書（第３３号様式）により行うものとする。 

（町田市景観アドバイザー） 

第４０条の２ 町田市景観アドバイザーの任期は、２年とし、再任することを妨げな

い。 

２ 町田市景観アドバイザーは、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職

を退いた後も、同様とする。 

３ 条例第３１条第２項の規則で定める場合は、次に掲げるものとする。 

（１）辞任を申し出たとき。 

（２）前項の規定に違反したと認められるとき。 

（３）心身の故障のため、職務の遂行に支障があると認められるとき。 



（４）前３号に掲げるもののほか、解嘱すべき事由があると認められるとき。 

（令６規則２０・追加） 

（景観協議会） 

第４１条 条例第３２条第２項の規定による公表は、次に掲げる事項について行うも

のとする。 

（１）景観協議会の名称 

（２）景観協議会の構成員 

（３）景観協議会の協議事項 

（景観協定） 

第４２条 法第８１条第４項の認可の申請は、景観協定認可申請書（第３４号様式）

に、次に掲げる図書を添付して行わなければならない。 

（１）土地所有者等の全員が景観協定の締結に合意していることを証する書類 

（２）土地所有者等の全員の氏名及び住所、当該土地所有者等の有する権利の種類

並びに当該景観協定区域内の土地の地目及び地積を示す書類 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

２ 法第８４条第１項の認可の申請は、景観協定変更認可申請書（第３５号様式）に、

前項各号に掲げる図書を添付して行わなければならない。 

３ 法第８８条第１項の認可の申請は、景観協定廃止認可申請書（第３６号様式）に、

土地所有者等の過半数が廃止に合意していることを証する書類を添付して行わなけ

ればならない。 

（景観整備機構） 

第４３条 法第９２条第１項の規定による指定の申請は、景観整備機構指定申請書（第

３７号様式）により行わなければならない。 

２ 法第９２条第１項の規定による指定は、景観整備機構指定書（第３８号様式）に

より行うものとする。 

３ 法第９２条第３項の規定による届出は、景観整備機構名称等変更届出書（第３９



号様式）により行わなければならない。 

（地域景観資源の提案等） 

第４４条 条例第３６条第１項の規定による提案は、地域景観資源提案書（第４０号

様式）に、次に掲げる図書を添付して行わなければならない。 

（１）地域景観資源の保全育成計画 

（２）地域景観資源の位置図 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

２ 条例第３６条第３項の規定による通知は、地域景観資源登録通知書（第４１号様

式）又は地域景観資源非登録通知書（第４２号様式）により行うものとする。 

３ 条例第３６条第６項の規定による届出は、地域景観資源所有者等変更届出書（第

４３号様式）により行わなければならない。 

４ 条例第３６条第７項の規定による取消しは、地域景観資源登録取消通知書（第４

４号様式）により行うものとする。 

（生活風景宣言の宣言等） 

第４５条 条例第３７条第１項の規定による宣言は、当該宣言の名称、代表者の住所

及び氏名、区域、目標並びに活動内容を明らかにしていなければならない。 

２ 条例第３７条第２項の規定による登録の申請は、生活風景宣言登録申請書（第４

５号様式）に、次に掲げる図書を添付して行わなければならない。 

（１）位置図 

（２）区域図 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

３ 市長は、前項に規定する申請があったときは、その内容を審査し、その宣言の内

容が市の景観計画に適合し、良好な景観の形成に資すると認めるときは、生活風景

宣言登録通知書（第４６号様式）により当該申請者に通知するものとする。 

４ 条例第３７条第３項の規定による更新の申請は、生活風景宣言登録更新申請書（第

４７号様式）に、第２項各号に掲げる図書を添付して行わなければならない。 



５ 第３項の規定は、前項の更新の申請について準用する。 

（景観賞） 

第４６条 市長は、条例第３８条の景観賞（以下「景観賞」という。）の贈呈の対象

となる者の候補者を公募するものとする。 

２ 前項の規定による公募の方法、時期その他の公募について必要な事項は、市長が

別に定める。 

（平２５規則５９・令６規則２０・一部改正） 

（街づくりアドバイザーの派遣） 

第４７条 条例第４０条第２項の規定による街づくりアドバイザーの派遣を求めよう

とする者は、市長に派遣の申請をしなければならない。 

２ 前項の派遣の申請は、町田市住みよい街づくり条例施行規則（令和４年３月町田

市規則第３８号）第１９条の規定の例により行うものとする。 

（令６規則２０・追加） 

（補則） 

第４８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

（令６規則２０・旧第４７条繰下） 

附 則 

この規則は、平成２２年１月１日から施行する。 

附 則（平成２２年９月３０日規則第５６号） 

この規則は、平成２２年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月１８日規則第２０号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の第４条第１号及び第５条第３項の規定

は、平成２４年８月３０日から適用する。 

附 則（平成２５年７月３１日規則第５９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月２８日規則第８６号） 



この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２９日規則第２５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の第５号様式、第６号様式、第１３

号様式、第１８号様式、第２６号様式及び第３１号様式による用紙で、現に残存す

るものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（令和元年６月２８日規則第１０号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則（令和３年１１月３０日規則第８０号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の様式による用紙で現に残存するも

のは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（令和６年３月２９日規則第２０号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の第１号様式、第１号様式の２、第

４号様式、第１４号様式、第１８号様式、第１９号様式、第２７号様式、第３１号

様式及び第３２号様式による用紙で現に残存するものは、所要の修正を加え、なお

使用することができる。 

別表第１（第６条関係） 

（平２５規則２０・令６規則２０・一部改正） 



法第１６条第１項第１号（建築物の建築等）に係る届出を要しない行為の規模 

景観計画区域内において定められ

た地区 

届出を要しない行為の規模 

丘陵地ゾーン、住まい共生ゾーン、

にぎわいゾーン、町田駅前通り景観

形成誘導地区及び多摩境通り景観

形成誘導地区 

次の各号のいずれにも該当しない建築物 

（１） 建築基準法施行令（昭和２５年政

令第３３８号）第２条第１項第６号の建築

物の高さ（以下「建築物の高さ」という。）

が１０メートル以上のもの 

（２） 集合住宅（共同住宅、長屋、寮又

は宿舎をいい、住宅以外の用途を併用する

ものを含む。）で建築戸数が９戸以上のも

の 

（３） 建築基準法施行令第２条第１項第

４号の延べ面積（以下「延べ面積」という。）

が１，０００平方メートル以上のもの 

（４） コンテナ倉庫（コンテナ又はこれ

に類するものを利用した建築物のうち、そ

の内部を倉庫として賃貸する事業のため

に利用するもの又は倉庫業を営むために

利用するものをいう。） 

小野路宿通り景観形成誘導地区 延べ面積が１０平方メートル以下の建築物 

別表第２（第６条関係） 

（令３規則８０・一部改正、令６規則２０・旧別表第３繰上・一部改正） 

法第１６条第１項第３号（開発行為）に係る届出を要しない行為の規模 

景観計画区域内において定められ 届出を要しない行為の規模 



た地区 

丘陵地ゾーン、住まい共生ゾーン、

にぎわいゾーン、町田駅前通り景観

形成誘導地区及び多摩境通り景観

形成誘導地区 

開発区域の面積が１，０００平方メートル未

満のもの 

小野路宿通り景観形成誘導地区 開発区域の面積が５００平方メートル未満の

もの 

別表第３（第６条関係） 

（令６規則２０・旧別表第４繰上） 

条例第１１条第２項第１号（土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採その他の土地

の形質の変更）に係る届出を要しない行為の規模 

景観計画区域内において定められ

た地区 

届出を要しない行為の規模 

丘陵地ゾーン、住まい共生ゾーン、

にぎわいゾーン、町田駅前通り景観

形成誘導地区及び多摩境通り景観

形成誘導地区 

土地の形質の変更に係る土地の面積（以下「造

成面積」という。）が１，０００平方メート

ル未満のもの 

小野路宿通り景観形成誘導地区 造成面積が５００平方メートル未満のもの 

別表第４（第６条関係） 

（令６規則２０・旧別表第６繰上・一部改正） 

条例第１１条第２項第２号（屋外における土石、廃棄物、再生資源その他の物件

の堆積）に係る届出を要しない行為の規模 

景観計画区域内において定められ

た地区 

届出を要しない行為の規模 



丘陵地ゾーン、住まい共生ゾーン、

にぎわいゾーン、町田駅前通り景観

形成誘導地区及び多摩境通り景観

形成誘導地区 

物件の堆積に係る土地の面積が１，０００平

方メートル未満のもの 

小野路宿通り景観形成誘導地区 物件の堆積の期間が９０日以下又は堆積の高

さが１．５メートル以下のもの 

別表第５（第６条関係） 

（令６規則２０・旧別表第７繰上・一部改正） 

条例第１１条第２項第３号（水面の埋立て）に係る届出を要しない行為の規模 

景観計画区域内において定められ

た地区 

届出を要しない行為の規模 

丘陵地ゾーン、住まい共生ゾーン及

び多摩境通り景観形成誘導地区 

水面の埋立ての面積が１，０００平方メート

ル未満のもの 

にぎわいゾーン、小野路宿通り景観

形成誘導地区及び町田駅前通り景

観形成誘導地区 

すべてのもの 

別表第６（第６条関係） 

（令６規則２０・追加） 

法第１６条第１項第２号（工作物の建設等）に係る届出を要しない行為の規模 

景観計画区域内において定められ

た地区 

届出を要しない行為の規模 

丘陵地ゾーン、住まい共生ゾーン、

にぎわいゾーン、町田駅前通り景観

形成誘導地区及び多摩境通り景観

（１） 第６条第３項第１号から第３号まで

に掲げる工作物にあっては、工作物の高さ

（建築物の高さの算定方法を適用して算定



形成誘導地区 した高さをいう。以下同じ。）が１０メー

トル未満のもの 

（２） 第６条第３項第４号に掲げる工作物

にあっては、すべてのもの 

（３） 第６条第３項第５号に掲げる工作物

にあっては、事業区域の面積が３，０００

平方メートル未満のもの 

（４） 第６条第３項第６号に掲げる工作物

にあっては、工作物の高さが１５メートル

未満のもの 

（５） 第６条第３項第７号に掲げる工作物

にあっては、太陽電池モジュールの面積の

合計が２００平方メートル未満のもの 

小野路宿通り景観形成誘導地区 （１） 第６条第３項第１号から第３号まで

に掲げる工作物にあっては、工作物の高さ

が１．５メートル以下のもの 

（２） 第６条第３項第４号に掲げる工作物

にあっては、小野路１号雨水幹線のせせら

ぎ部分（都道１５６号線に面する区間をい

う。）以外のもの 

（３） 第６条第３項第５号に掲げる工作物

にあっては、事業区域の面積が５００平方

メートル未満のもの 

（４） 第６条第３項第６号に掲げる工作物

にあっては、工作物の高さが１５メートル



未満のもの 

（５） 第６条第３項第７号に掲げる工作物

にあっては、太陽電池モジュールの面積の

合計が２００平方メートル未満のもの 

別表第７（第１０条の２関係） 

（令６規則２０・追加） 

事前協議の対象行為 申出期限 

条例第１１条の２第１項第１号に

掲げる行為 

当該行為を行う日の３０日前又は当該行為に

係る法第１６条第１項各号に掲げる行為の内

容を変更することが可能な日のいずれか早い

日 

条例第１１条の２第１項第２号に

掲げる行為 

当該行為を行う日の１５日前又は当該行為の

内容を変更することが可能な日のいずれか早

い日 

条例第１１条の２第１項第３号に

掲げる行為 

当該行為を行う日の１５日前又は当該行為に

係る屋外広告物等の規模、形態、意匠等を変

更することが可能な日のいずれか早い日 

条例第１１条の２第１項第４号に

掲げる行為 

当該行為を行う日の９０日前又は当該行為に

係るエリアマネジメント広告活用計画（町田

市屋外広告物条例第１３条第１項に規定する

エリアマネジメント広告活用計画をいう。）

の内容を変更することが可能な日のいずれか

早い日 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



第１号様式（第５条関係） 

（平２２規則５６・令元規則１０・令３規則８０・令６規則２０・一部改正） 

第１号様式の２（第５条、第１０条関係） 

（平２２規則５６・追加、令３規則８０・令６規則２０・一部改正） 

第２号様式（第８条関係） 

（令３規則８０・一部改正） 

第３号様式（第９条関係） 

第４号様式（第１０条関係） 

（平２２規則５６・令元規則１０・令３規則８０・令６規則２０・一部改正） 

第４号様式の２（第１０条の２関係） 

（令６規則２０・追加） 

第４号様式の３（第１０条の２関係） 

（令６規則２０・追加） 

第４号様式の４（第１０条の３関係） 

（令６規則２０・追加） 

第５号様式（第１１条関係） 

（平３０規則２５・令３規則８０・一部改正） 

第６号様式（第１１条関係） 

（平３０規則２５・令３規則８０・一部改正） 

第７号様式（第１２条関係） 

第８号様式（第１５条関係） 

（令３規則８０・一部改正） 

第９号様式（第１６条関係） 

第１０号様式（第１７条関係） 

第１１号様式（第１９条関係） 

（令３規則８０・一部改正） 



第１２号様式（第１９条関係） 

第１３号様式（第２０条関係） 

（平３０規則２５・令３規則８０・一部改正） 

第１４号様式（第２１条関係） 

（令３規則８０・令６規則２０・一部改正） 

第１５号様式（第２２条関係） 

（令３規則８０・一部改正） 

第１６号様式（第２３条関係） 

（令３規則８０・一部改正） 

第１７号様式（第２４条関係） 

（令３規則８０・一部改正） 

第１８号様式（第２６条関係） 

（平３０規則２５・令３規則８０・令６規則２０・一部改正） 

第１９号様式（第２６条関係） 

（令６規則２０・一部改正） 

第２０号様式（第２７条関係） 

第２１号様式（第２８条関係） 

（令３規則８０・一部改正） 

第２２号様式（第２９条関係） 

第２３号様式（第３０条関係） 

第２４号様式（第３２条関係） 

（令３規則８０・一部改正） 

第２５号様式（第３２条関係） 

第２６号様式（第３３条関係） 

（平３０規則２５・令３規則８０・一部改正） 

第２７号様式（第３４条関係） 



（令３規則８０・令６規則２０・一部改正） 

第２８号様式（第３５条関係） 

（令３規則８０・一部改正） 

第２９号様式（第３６条関係） 

（令３規則８０・一部改正） 

第３０号様式（第３７条関係） 

（令３規則８０・一部改正） 

第３１号様式（第３９条関係） 

（平３０規則２５・令３規則８０・令６規則２０・一部改正） 

第３２号様式（第３９条関係） 

（令６規則２０・一部改正） 

第３３号様式（第４０条関係） 

第３４号様式（第４２条関係） 

第３５号様式（第４２条関係） 

第３６号様式（第４２条関係） 

第３７号様式（第４３条関係） 

第３８号様式（第４３条関係） 

第３９号様式（第４３条関係） 

第４０号様式（第４４条関係） 

（令３規則８０・一部改正） 

第４１号様式（第４４条関係） 

第４２号様式（第４４条関係） 

第４３号様式（第４４条関係） 

（令３規則８０・一部改正） 

第４４号様式（第４４条関係） 

第４５号様式（第４５条関係） 



（令３規則８０・一部改正） 

第４６号様式（第４５条関係） 

第４７号様式（第４５条関係） 

（令３規則８０・一部改正） 

 


